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概 要 

 

「科学技術指標」は、我が国の科学技術活動を客観的・定量的データに基づき、体系的に把握するた

めの基礎資料であり、科学技術活動を「研究開発費」、「研究開発人材」、「高等教育」、「研究開発のア

ウトプット」、「科学技術とイノベーション」の 5 つのカテゴリーに分類し、関連する多数の指標で我が国の

状況を表している。 

今回の「科学技術指標 2013」では、昨年版と比較して様々な指標で変化が見られた。本概要では、主

に変化のあった指標、新しく掲載した指標などを中心に紹介する。 

 

第 1 章：研究開発費 

(1)研究開発費の国際比較 

日本全体の研究開発費総額は 2011 年で 17.4 兆円である。前年と比較すると 1.6％の増加であり、

2008 年から続いた減少は止まった。これは企業部門の研究開発費が 2009 年における大幅な減少か

ら回復しつつあることが主な要因と考えられる。 

【図表 1】 主要国の研究開発費総額の推移（OECD 購買力平価換算） 

 

(2)日本の部門別の研究開発費の使用割合の推移 

日本の部門別の研究開発費の使用割合を見ると、1990 年代中期以降、「企業」部門が増加傾向に

ある一方で、「公的機関」部門は減少傾向があった。ただし、2009 年以降は、「企業」部門の割合がそ

れまでよりも減少し、最近の 2 年間は「企業」部門の割合は回復傾向にある。 

【図表 2】 日本の部門別の研究開発費の使用割合の推移 
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(3)主要国の政府の科学技術予算 

2012年の日本の科学技術予算総額（当初予算）は3.7兆円である。長期的観点では、科学技術

予算は増加傾向にあるが、2000 年代に入ると、その伸びは鈍化している。 

また、科学技術予算を国防関連の予算（国防用）とそれ以外の予算（民生用）に分類してみると、

日本では、ほとんどが民生用科学技術予算で占められている。 

 

【図表 3】 主要国の政府の科学技術予算(OECD 購買力平価換算)の推移 

(A)科学技術予算総額               (B)民生用と国防用の科学技術予算の割合 

 

第 2 章：研究開発人材 

(1)主要国の研究者の部門別内訳 

主要国の研究者の部門別割合については、日本、米国、韓国では企業部門の研究者の割合が

7 割を超えている。一方、イギリスでは大学部門の割合が最も大きく 6 割を超えている。 

【図表 4】 主要国における研究者数の部門別内訳 
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(2)日本の研究者における博士号取得者の割合の変化 

日本全体の研究者のうち、2012 年の博士号取得者の割合は 20.3％である。部門別に見ると、

「大学等」についての割合が大きく、同年で 55.5％である。一方で、「企業等」については 4.2％と、

2002 年からほとんど変化もなく、横ばいに推移している。 

 

【図表 5】部門別研究者に占める博士号取得者の割合(HC) 

 

 

(3)日本の大学部門の研究支援者 

研究支援者は研究者と共に研究開発の担い手として重要な役割を果たしている。そこで日本の

研究支援者のうち、特に大学部門の内訳において、2000 年代に入り増加しはじめたのは「研究事

務・その他関係者」であり、2000 年代後半から増加したのは「研究補助者」である。 

 

【図表 6】 大学部門の研究支援者数の内訳
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第 3 章：高等教育 

(1)大学や大学院入学者数の状況

大学院博士課程の入学者数は 1990 年代に入り大きく増加した。これは修士課程の入学者数に

ついても同様である。その後、博士課程の入学者数は 2003 年をピークに減少が始まった。また、

修士課程の入学者は 2000 年代の中ごろから横ばいに推移し、2010 年をピークに減少し始めた。

一方、大学学部学生の入学者数は 2000 年頃から横ばいに推移している。 

2012年度の状況を見ると、大学学部入学生は前年度より 1.2％減少し、60.5万人となった。修士

課程の入学生は前年度と比較すると、5.5％と大きく減少し 7.5 万人となった。博士課程の入学者

数は前年度と比較すると、0.8％減少し 1.6 万人となった。 

 

【図表 7】 大学（学部）入学者数 【図表 8】 大学院（修士課程）入学者数

 

【図表 9】 大学院（博士課程）入学者数
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(2)理工系学生の進路 

理工系学部卒業生の卒業後の進路については、長期的には「進学者」の割合が増加し、「就職

者」の割合が減少する一方、最近の 2 年間は「進学者」が微減し、「就職者」が微増となっている。

2012 年における「就職者」の割合は 48.5％である。理工系修士課程修了者については、「就職者」

の割合は、8 割前後で、ほぼ横ばいに推移しており、2012 年では 84.3％である。理工系博士課程

修了者については、2000 年代後半から「就職者」の割合が増加し、2012 年の「就職者」の割合は

73.7％と高い数値を示した。 

2012 年から、「就職者」について「無期雇用」と「有期雇用」の分類が導入されている。理工系学

部卒業生については「就職者」のうち「無期雇用」の割合は 97.7％である。また、理工系修士課程

修了者については「無期雇用」の割合は 99.1％である。一方、理工系博士課程修了者では、「無

期雇用」の割合が 72.8％であり、学部卒業生や修士課程修了者の「無期雇用」の割合と比較する

と低くなっている。これは博士課程修了者の「有期雇用」にはポスドク、任期付き研究員等が含まれ

ているためであると考えられる。 

 

【図表 10】 理工系学部卒業生の卒業後の進路 【図表 11】 理工系修士課程修了者の卒業後の進路 

 

 

【図表 12】 理工系博士課程修了者の卒業後の進路 
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第４章：研究開発のアウトプット 

(1)論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数の主要国の状況 

研究開発活動のアウトプットとして計測可能な科学論文について、分数カウント法を用いて、主

要国の「論文の生産への貢献度」について比較を行うと、日本の論文数は、2000-2002 年の平均

では世界第 2位であったが、2010-2012年の平均では米国、中国に次ぐ第 3位である。また、被引

用数の高い Top10％補正論文数では、2000-2002 年の平均では第 4 位であったが、2010-2012

年の平均では第 6位である。さらに、被引用数の高いTop1％補正論文数では、2000-2002年の平

均では第 4位であったが、2010-2012年の平均では第 7位である。論文の量質ともに、世界におけ

る日本の相対的なポジションは低下傾向にある。 

 

【図表 13】 国・地域別論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数：上位 10 か国・地域 

（分数カウント法） 

 
注：Top10％（Top1％）補正論文数とは、被引用回数が各年各分野で上位 10％（1％）に入る論文の抽出後、実数で論文数の

1/10(1/100)となるように補正を加えた論文数を指す。 
 

 

① 論文データベースは、最新年の論文の情報のみが追加されるのではなく、過去にわたって修正及

び追加されている。したがって、論文に関する分析については、前回の科学技術指標 2012 と本調

査資料の単純な比較は出来ない。 

② また、科学技術指標 2012 までは、概要において、整数カウント法による結果を示していたが、今回

から分数カウント法による結果を示している。 

 

詳しい内容については本編第 4 章 1 節を御参照いただきたい。 

(A)2000年-2002年（平均）

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
米国 210,237 26.9 1 米国 32,532 41.7 1 米国 3,957 50.7 1
日本 66,637 8.5 2 イギリス 6,266 8.0 2 イギリス 658 8.4 2
イギリス 55,075 7.0 3 ドイツ 5,389 6.9 3 ドイツ 500 6.4 3
ドイツ 52,399 6.7 4 日本 4,767 6.1 4 日本 367 4.7 4
フランス 37,652 4.8 5 フランス 3,676 4.7 5 フランス 309 4.0 5
中国 29,868 3.8 6 カナダ 2,857 3.7 6 カナダ 254 3.3 6
イタリア 27,176 3.5 7 イタリア 2,373 3.0 7 オランダ 180 2.3 7
カナダ 24,906 3.2 8 オランダ 1,907 2.4 8 イタリア 179 2.3 8
ロシア 21,528 2.8 9 中国 1,788 2.3 9 スイス 161 2.1 9
スペイン 19,346 2.5 10 オーストラリア 1,699 2.2 10 オーストラリア 139 1.8 10

(B)2010年-2012年（平均）

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
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ドイツ 61,731 5.1 4 ドイツ 7,992 6.7 4 ドイツ 802 6.7 4
イギリス 58,502 4.9 5 フランス 4,909 4.1 5 フランス 451 3.8 5
フランス 44,022 3.7 6 日本 4,809 4.0 6 カナダ 412 3.4 6
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イタリア 40,310 3.4 8 イタリア 4,138 3.5 8 イタリア 363 3.0 8
韓国 37,226 3.1 9 スペイン 3,442 2.9 9 オーストラリア 323 2.7 9
カナダ 36,777 3.1 10 オーストラリア 3,359 2.8 10 オランダ 296 2.5 10
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(2)パテントファミリーを用いた特許出願の国際比較 

特許出願数の国際比較可能性を向上させるために、科学技術指標 2013 では、パテントファミリ

ーによる分析を初めて本格的に実施した。 

パテントファミリー数(2006-2008年の平均)では、日本が世界第 1位、米国が第 2位となっている。

パテントファミリー数とは、同じ内容で複数の国・地域に出願された特許を、重複を排除するために、

同一のパテントファミリーとしてカウントした指標で、発明者の国・地域ごとに集計している。日米に

次いでドイツが第 3 位であり、これに韓国、フランス、中国、台湾が続いている。 

 

【図表 14】 国・地域ごとのパテントファミリー数：上位 10 か国・地域 

 

国・地域名 数 シェア 世界ランク
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第５章：科学技術とイノベーション 

(1)技術貿易の国際比較 

各国の技術の国際的な競争力を示す指標である技術貿易収支比（技術輸出額/技術輸入額）

については、日本の技術貿易収支比は増加し続けており、2011 年で 5.8 である。1993 年以降、技

術輸出額が技術輸入額を上回る状態が続いている。なお、近年、特に増加が著しい理由は、技術

輸入額が減少しているためである。 

【図表 15】 主要国の技術貿易収支比の推移 
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(2)ハイテクノロジー産業貿易 

ハイテクノロジー産業貿易については、日本は輸出額が横ばいに推移する一方で、輸入額は

2000 年代後半から増加傾向にある。また、中国が輸出入額ともに急速に増加しており、2000 年代

後半には、輸出額が米国を上回った。米国は輸出入額ともに拡大しているが、2000 年代には輸入

額が輸出額を大きく上回っている。ドイツも輸出入額ともに増加している。いずれの国でも 2009 年

にハイテクノロジー産業貿易額が減少しているのが見える。 

 

【図表 16】 主要国におけるハイテクノロジー産業の貿易額の推移 

 

(3)ミディアムハイテクノロジー産業貿易 

ミディアムハイテクノロジー産業貿易の輸出額はドイツが最も大きく、次いで米国であり、日本も

存在感を示しているが、最新年では中国の輸出額が日本を上回っている。いずれの国でも 2009

年に、ミディアムハイテクノロジー産業貿易額が減少している。この要因の一つとして、リーマンショ

ックの影響が考えられ、ハイテクノロジー産業貿易より、その影響が強く表れている。 

 

【図表 17】 主要国におけるミディアムハイテクノロジー産業の貿易額の推移
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科学技術指標の特徴 

 

科学技術指標は、毎年刊行しており、その時点での最新値を紹介している。原則として毎年データ

更新され、時系列の比較あるいは主要国間の比較が可能な項目を収集している。 

 

各国が発表している統計データを使用 

科学技術指標で使われている指標のデータソースは、出来る限り各国が発表している統計

データを使用している。また、各国の統計の取り方がどのようになっていて、どのような相

違があるかについて、極力明らかにしている。 

 

論文・特許データベースについて当研究所独自の分析の実施 

論文データについては、トムソンロイター社“Web of Science”の書誌データを用いて、当研究所で

独自の集計をし、分析している。また、集計方法も詳細に記載し、説明している。 

特許関連の指標のうち、パテントファミリーのデータについては、PATSTAT（欧州特許庁の特許デ

ータベース）の書誌データを用いて、当研究所で独自の集計をし、分析している。また、集計方法も

詳細に記載し、説明している。 

 

タイムリーな指標はコラムとして紹介 

ベースとなっている指標の他に、その時々のタイムリーな話題に関した指標、または今後必要と考

えられる指標についてはコラムとして紹介している。 

 

国際比較や時系列比較の注意喚起マークの添付 

必要に応じ、グラフに「国際比較注意」    「時系列注意」   という注意喚起マ

ークを添付してある。各国のデータは基本的には OECDのマニュアル等に準拠したものであ

るが、実際にはデータの収集方法、対象範囲等の違いがあり、比較に注意しなければならな

い場合がある。このような場合、「国際比較注意」マークがついている。また、時系列につ

いても、統計の基準が変わるなどにより、同じ条件で継続してデータが採られておらず、増

減傾向などの判断に注意する必要があると考えられる場合には「時系列注意」というマーク

がついている。なお、具体的な注意点は図表の注記に記述してあるので参照されたい。 

 

統計集（本報告書に掲載したグラフの数値データ）のダウンロード 

本報告書に掲載したグラフの数値データは、以下の URLからダウンロードできる。 

http://www.nistep.go.jp/research/science-and-technology-indicators-and-scientometrics 

 

国際比較

注意
 

時系列

注意
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